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 2016年4月の小売り全面自由化以降、低圧分野における規制料金の比率は徐々に低下して
おり、2017年9月時点では、販売量ベースで約66％、販売額ベースで約69%、契約口数ベー
スで約80％となっている。 
※自由料金には、2016年3月末時点における旧選択約款に基づく電力供給実績を含む。 

（出所）電力取引報 

（参考）低圧分野における規制料金の割合 
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（参考）新電力の事業買収や事業縮小 
 小売全面自由化以降、小売電気事業者やその媒介・代理・取次ぎ事業者等、様々な事業者

が参入する一方で、各社の経営判断にも多様な動きが出始めている。 
 大手新電力においても、事業の買収や縮小の事例が見られる。 

• オリックス電力は、首都圏と関西圏を中心に、マンションの
高圧一括受電サービス事業を2010年より展開。首都圏で約
6.3万戸、関西圏で約1.3万戸の顧客を獲得していた。 

• 2017年10月、オリックス電力は、新設分割した新会社
「Next Power」社にマンション高圧一括受電サービス事業
を切り出し。 

• 同日付で、関西電力が事業買収により、「Next Power」社
の全株式を取得。これにより、事実上オリックス電力社のマ
ンション高圧一括受電サービス事業を買収。 
 

オリックス電力（関西電力） 事業買収 

新電力における事業買収・縮小の事例 

（出所）関西電力HP 

• 電力小売の全面自由化以降、大東エナジーは主に大東建託の
アパートの入居者向けに小売販売を展開。直近の低圧販売
電力量36,298千kWh（2017年9月実績）は新電力7位。 

• 料金は大手電力に比べて一律数%を割り引いた単価を設定。
一人暮らしの需要家が多く、1需要家当たりの料金収入は全
国平均の約半分。 

• 2017年11月、「電力市場価格の高騰及びシステムの改修困
難」を理由に、需要家への供給を取りやめることを表明。
現在、他社への切り替えを順次促している。 

大東エナジー 事業縮小 

（出所）大東エナジーHP 
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（参考）都道府県別発電実績（2016年度） 
（百万kWh） 

四国 中国 関西 九州 東北 東京 北陸 中部 

（出所）電力調査統計 
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（参考）経済産業省総合庁舎で使用する電気の調達(2018年度分) 

（入札情報） 
下記URL中、2017年12月14日付けにて掲載。 
http://www.chotatujoho.go.jp/csjs/pr005/JohoInActionJP.do?kouji=05&kikan=019  

 

2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 

過去の調達における契約額と請求額の乖離 

 経済産業省においては、現在、初めての試みとして、燃料費調整を前提としない料金メ
ニューに基づく電気の調達を公募中。 

 具体的には、燃料価格変動分を織り込んだ料金単価に基づく入札とし、想定される電気
使用量から算出される総額による最低価格落札方式を採用。 

 これにより、契約額と請求額の乖離※が解消され、予算執行上の予見性が高まることが
期待される。※これまでの契約においては、一千万円単位での乖離が発生した年もある。 



電気事業便覧の見直しについて 
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 「電気事業便覧」は、電気事業に関する統計データ集として、これまで60年余りにわたり、
電気事業連合会が編集し、一般社団法人日本電気協会が年1回の発行を行ってきた。 

 しかしながら、2016年4月の電力の小売全面自由化を機に、大手電力10社の情報を
中心に掲載してきた従来の編集スタイルが時代に合わなくなったため、2017年版において
は国が編集委員会（委員長：東京大学大学院 横山明彦教授）を設置し、編集作
業を担うこととした。 

 2017年版においては、電気事業の概観を把握できる従来の構成を踏まえつつ、電力シ
ステム改革の進捗状況（新電力の動向、系統に関する情報、市場取引に関する情報な
ど）や、海外主要国の電気事業制度を俯瞰できるものとする方針(来年2月販売予定)｡ 

従来の仕様： 
・A6サイズ 
・約300ページ 
・大手電力10社の情報 
 を中心に掲載 
・定価1,100円（税別） 

今後の仕様： 
・A5サイズ 
・約300ページ 
・新電力を含む電気事業者の
情報を掲載 

・価格未定 


